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はじめに

日本で少子高齢化が進んでいる。2008 年に
は日本の人口は継続的な減少を始めた 1）。これ
らの人口変化は一般的に深刻な問題であると認
識されているが，何が問題なのであろうか。問
題の根底には人口オーナス（demographic onus）
があると言っても過言ではない。小峰［2010］

によると，人口オーナスは，人口の中で働く人
の割合が低下することが，経済にマイナスに作
用することを指す。ここでの人口の中で働く人
の割合とは，生産年齢人口比率（15 歳から 64
歳の人口が総人口に占める割合）を意味するこ
とが多い。人口オーナスが経済成長に与える負
の影響は，主として，① 労働力が不足する，
② 国内貯蓄率の低下が投資を減少させる，③
医療・介護費用と年金負担の増大が財政・家計

本稿では，生産年齢人口でなく就業者数のデータを用いて，人口オーナスと就業率の経済成長に対する効果
を検討する。１人当たり実質 GDP 成長率の要因分解分析を行っている。分析結果は以下のように整理でき
る。人口オーナスと人口ボーナスの寄与は労働生産性に比べて小さい。ただし，近年，１人当たり実質 GDP
成長率が低い水準で推移していることは，人口オーナスの影響が強くなっていることを示すものかもしれな
い。生産年齢人口を対象にした場合に人口オーナスの時代とみなされている 2010−2015 年において，人口
オーナスの効果よりも実質的な人口ボーナスの効果が観察された。これは，ほぼ全ての時点で負の効果をもた
らしてきた就業率が，同年に最大の正の効果をもったことに起因すると考えられる。分析結果をふまえて，な
ぜ就業率は 2010−2015 年に最大の正の効果をもたらしたのか論議している。女性の子育ての機会費用は大
きいにもかかわらず上昇を続けているため，結婚・出産・育児よりも就業の継続を選択する女性が増加してい
る。その結果として，大半の年齢層で女性の就業率は上昇する傾向にある。したがって，女性の子育ての機会
費用は，女性の就業率上昇に寄与している長期的な主要因と言える。この長期的な主要因に景気回復に伴う労
働需要の拡大や高齢者の就業率向上という要因が重なったため，全体の就業率は 2012 年以降上昇傾向を示
すに至ったのである。
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を圧迫する，である 2）。これらのことは経済成
長を抑制すると考えられる。人口オーナスの逆
の概念である人口ボーナス（demographic bo-
nus）も注目に値する 3）。小峰［2010］によると，
人口ボーナスは，人口に占める働く人の割合

（生産年齢人口比率）が高まることを指す。人
口ボーナスの状況では，人口変化が経済成長に
正の効果を及ぼす 4）。

人口オーナスに関する研究には，小峰・日本
経済研究センター編［2007］，小峰［2010］など
がある。これらをはじめ多くの先行研究では，
モデルを明確にするため，就業者数（もしくは
労働力人口）の変化を生産年齢人口の変化で把
握しようとしてきた。このことは，人口オーナ
スの定義を考慮すれば当然かもしれないが，非
労働力人口 5）や完全失業者までもが生産活動に
従事しているとみなしてしまうことを意味す
る 6）。この点をふまえて，本研究の実証分析で
は実際の効果を捉えるため，就業者数のデータ
を使用する。また，多くの先行研究が人口オー
ナス下では就業率（15 歳以上の人口に占める就
業者の割合）を引き上げることが重要であると
論じているにもかかわらず，分析中では就業率
でなく労働力率（15 歳以上の人口に占める労働
力人口の割合）のデータを用いている。その結
果，就業率に関する分析は手薄になっていると
言わざるをえない。本稿の目的は，就業者数の
データを用いて，人口オーナスと就業率の経済
成長に対する効果を検討することである。

本稿の構成は次の通りである。Ⅰでは，人口
オーナスと就業率の経済成長に対する効果を要
因分解分析により検証する。生産年齢人口を対
象にした場合に人口オーナスの時代とみなされ
ている 2010−2015 年において，就業人口比率
の上昇が実質上の人口ボーナスの効果を引き起

こしたことが示される。Ⅱでは，就業率向上の
構造と主要因について検討する。女性の子育て
の機会費用が上昇し続けているという長期的な
主要因に労働需要の拡大や高齢者の就業率向上
という要因が重なったため，就業率は 2012 年
以降上昇傾向を示していると結論付ける。そし
て，「おわりに」で本稿の結論を提示するとと
もに今後の課題を述べる。

Ⅰ　人口オーナスと就業率の経済成長に
対する効果

以下では人口オーナスと就業率の経済成長に
対する効果を要因分解分析により検討すること
にしよう。

Bloom and Williamson［1998］と Kelly and 
Schmidt［2005］に依拠して，人口ボーナスの
成長モデルを簡単な数式で展開する。生産年齢
人口は労働投入量 L に等しいと仮定する 7）。生
産年齢人口と従属人口の合計を全人口 N，産出
量を Y とし，（全人口）１人当たり産出量 y〜 を
表すと

y〜 ＝
Y

＝
Y L

＝ y
L

（1.1）
N L N N

ただし，y は労働者１人当たり産出量（労働生
産性）である。（1.1）式の両辺の対数をとると

lny〜＝lny＋lnL−lnN	 （1.2）
を得る。さらに，（1.2）式を時間 t で微分する
と

y
3〜3

＝
y33

＋
L
33

−
N

33

（1.3）
y〜 y L N

を導出できる。したがって，１人当たり産出量

の成長率は，労働生産性の上昇率
y33

y（ （に労働

投入量の増加率から全人口の伸び率をマイナス
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したもの
L
33

−
N

33

L N（ （を加えることにより求め

られる。
L
33

−
N

33

L N（ （が負（正）のとき，生産年齢

人口比率が減少（上昇）するので，
L
33

−
N

33

L N（ （
は人口オーナス（人口ボーナス）の効果となる。

計測前に人口ボーナスがいつ発生し終わるの
か，その後，いつ人口オーナス時代に入るのか
を把握し，分析対象期間を決定しなければなら
ない。ここでは（1.3）式をふまえて，大泉［2007］，
末廣［2014］の「人口ボーナス期間」の定義を採
用する。両者とも，人口ボーナスの開始時点
を，生産年齢人口比率の対前年比伸び率がマイ
ナスからプラスに転換する年，人口ボーナスの
終了時点を，この伸び率がプラスからマイナス
に再度転換する年とし，開始時点から終了時点
までを「人口ボーナス期間」と定義している。
この期間は，生産年齢人口の増加率が全人口の
増加率を上回った時点から次に下回る時点まで
の期間と一致する。末廣［2014］によると，日
本の人口ボーナス期間は 1930−35 年から 1992
年になる。その後は生産年齢人口の増加率が全
人口の増加率を再度上回るまで人口オーナス期
間が続くのである。1930 年代から 1950 年代の
データを入手できなかったため，1960 年代か
ら現在までを分析対象期間とする。

加えて，労働投入量の取り扱いには注意が必
要である。人口オーナスと人口ボーナスの論議
では，モデルを明確にするため，生産年齢人口
の使用が一般的であり，すべての生産年齢人口
が失業なしで労働に従事するという想定がなさ
れている。大泉［2007］は，生産年齢人口と労

働力人口の割合はおおむね一定の割合で推移す
るため，生産年齢人口の増減率を労働力人口の
増減率として代替できるとしている。しかし，
生産年齢人口を使用する場合，完全失業者数，
非労働力人口（学生や主婦など），65 歳以上の
労働力人口などの増減を的確に把握できない。
労働力人口を用いても，完全失業者数の問題は
残る。そこで，人口オーナスと人口ボーナスを
正確に測るため，生産年齢人口だけでなく実際
に生産活動に従事している就業者数を用いた計
測も行うこととする。

産出量として使用する実質 GDP のデータは
World Development Indicators から入手した。
生産年齢人口，就業者数，全人口は「日本統計
年鑑」が提供しているデータを使用した。これ
らのデータを 1960 年から５年間隔で計 11 時点
について計算し，対数差分をとり，その期間の
変化率（の近似値）を計測した。

その結果を人口オーナスについてのみまとめ
たものが表１である。２列目は生産年齢人口，
３列目は就業者数を用いた場合の計測結果であ
る。前者の場合，1990−1995 年以降一貫して
負の値を取っており，日本が 1990−1995 年か
ら人口オーナスの時代に入ったことを読み取れ
る。そして，人口オーナスの度合いは時間の経
過とともに強まっており，2010−2015 年に最小
値（−5.78 ポイント）を取った。就業者数を使用
した場合，負の値を傾向的に取りはじめたのは
1995−2000 年からであった。そこから３時点
連続で負の値を取ったが，2010−2015 年に正
の値に転じ 2 番目に大きな値（2.63 ポイント）
を取るに至った。この間，景気回復に伴う労働
需要の拡大を受けて，就業者数は一貫して増加
している 8）。そのため，2.63 ポイントという大
きな値が計測されたと考えられる 9）。これまで
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の考察と平均の差異（1.23 ポイント）が示唆す
るように，生産年齢人口か就業者数かのデータ
の選択によって，計測結果にかなりの差異が生
じてくる。したがって，生産年齢人口と就業者
数が代替関係にあるとは言えない。

経済成長に対する効果を正確に把握すること
を重視し，以下では就業者数の場合のみを検討
する。図１は１人当たり実質 GDP 成長率の要

因分解グラフを表している。労働生産性の寄与
は一貫して正であり，2010−2015 年を除き最
大の貢献をしている。労働生産性の寄与が大き
く低下した1970−1975年と1990−1995年には，
１人当たり実質 GDP 成長率も急激に低くなっ
ている。したがって，労働生産性の貢献が１人
当たり実質 GDP 成長率を下支えしてきたと言
える。しかし，その貢献は低下傾向にあり，
2010−2015 年にはじめて就業者数と実質的な
人口ボーナスの寄与（前者が 1.88 ポイント，後
者が 2.63 ポイント）が労働生産性（1.18 ポイン
ト）を上回った。全体的に見ると，人口オーナ
スと人口ボーナスの寄与は労働生産性に比べて
小さいと言わざるをえないが，近年，１人当た
り実質 GDP 成長率が低い水準で推移している
ことは，人口オーナスの影響が強くなっている
ことを示すものかもしれない。

次に，就業率の経済成長に対する効果を把握
するため，lを就業者数，15pを 15 歳以上人口
とし（1.1）式に就業率を含めると

表１　計測結果（人口オーナスと就業率の効果）
（単位：ポイント）

人口オーナス
（生産年齢人口）

人口オーナス
（就業者数） 就業率

1960−1965 5.84 1.30 −4.75
1965−1970 1.35 2.06 −0.47
1970−1975 −1.73 −4.22 −4.34
1975−1980 −0.56 1.35 0.19
1980−1985 1.20 1.43 −1.02
1985−1990 1.94 5.24 0.95
1990−1995 −0.12 1.70 −0.81
1995−2000 −2.16 −1.24 −3.23
2000−2005 −3.16 −2.07 −2.98
2005−2010 −3.93 −1.80 −2.50
2010−2015 −5.78 2.63 2.19

平均 −0.65 0.58 −1.52

図1　１人当たり実質GDP成長率の要因分解

（注）全人口と就業者数のデータは「日本統計年鑑」，実質 GDP のデータは World Development Indicators よりそれぞれ入手した。
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y〜 ＝
Y

＝
Y l 15p

（1.4）
N l 15p N

を得る 10）。（1.4）式を上記と同様に展開すると，
1 人当たり産出量の成長率を，① 就業者 1 人当
たり産出量（労働生産性）の寄与，② 就業率の
寄与，③ 15 歳以上人口の寄与，④ 全人口の寄
与に要因分解できる。すなわち，就業者数の寄
与を就業率と 15 歳以上人口の寄与に分解した
ものである。表 1 の 4 列目は就業率の効果（寄
与）を表している。ほぼ全ての時点で就業率は
負の効果をもたらしている。しかしながら，就
業率は 2010-2015 年に最大値（2.19 ポイント）
を取り，はじめて労働生産性（1.18 ポイント）
を上回る正の効果をもつに至った。

就 業 者 数 を 用 い た 計 測 結 果 に よ る と，

l
33

−
N

33

l N（ （が 1995-2000 年から負の値を取り続

けているので，日本は 1990 年代より人口オー

ナスの時代に入ったと言える。この点は多くの先

行研究と一致している。しかし，
l
33

−
N

33

l N（ （
は 2010-2015 年に 2 番目に大きな正の値を示し
た。就業率向上の影響を受けて，実質的な人口
ボーナスが経済成長に正の効果をもたらしたと
解釈できる。

Ⅱ　就業率上昇の要因

前節では，就業率の効果はほぼ全ての時点で
負であったが，2010-2015 年に最大の正の効果
をもち，そのことが実質的な人口ボーナスにつ
ながったと論じた。ここで検討したいのは，な
ぜ就業率の効果は 2010-2015 年に最大の正の効
果をもつに至ったのかという問題である。既述
したように，景気回復に伴う労働需要の拡大を
受けて，2010-2015 年に就業率は向上したと考
えられるが，本節では労働需要の側面でなく主

図2　就業率の推移

（出所）「日本統計年鑑」より作成。
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として労働供給の側面からアプローチし，就業
率の推移や先行研究を検討することにより，就
業率向上の構造と主要因を明らかにしたい。

男女をあわせた全体の就業率は 1992 年に
62.6％を取った後，低下する傾向にあり，2011 年
と2012 年に最小値を取り56.5%となった（図２）。
その後は上昇に転じ 2016 年に 58.1% となった。
男性の就業率は 1970 年代初期には 80％を上
回っていたが，傾向的に低下し 2012 年と 2013
年に最小値 67.5% を取った。約 40 年の間に 10
ポイント以上低下した。その後はゆるやかに上
昇し 2016 年に 68.1％となったが，最小値とほ
ぼ同水準に留まっている。一方，女性の就業率
は 45％から 50％の間を安定的に推移している。
2003 年に最小値 45.9％を取った後，46％台で
推移していたが，2012 年以降，明確な上昇傾
向を示している。したがって，前節の 2010-2015
年の就業率向上は，主として女性の就業率上昇
によるものと解釈できる。

女性の就業率を把握する上で，年齢別の推移

を検討することは有益である。25〜29 歳と 30〜
34 歳の女性の就業率は，1976 年から 2016 年に
至るまで長期の上昇トレンドを形成している。
前者は 41.4％から 78.2％，後者は 43.0％から
70.3％へそれぞれ大幅に上昇した。35〜39 歳，
40 歳代，50 歳代，60〜64 歳の女性の就業率に
ついても，2000 年代初期から上昇する傾向に
ある。ここで取り上げた 25〜29 歳から 60〜64
歳の女性の就業率は，いずれも 2016 年に最大
値を示した。図３は，年齢 5 歳階級別の就業率
を示している。この折れ線グラフは M 字カー
ブと呼ばれ，女性の就業と結婚・出産・育児・
介護などの両立が難しいことを示唆している。
実際，結婚・出産・育児の期間に該当する 25
〜29 歳と 30〜34 歳で就業率は下がり，35〜39
歳と 40〜44 歳で上昇している。大半の年齢層
で就業率が向上しているため，M 字カーブは
上方にシフトしている。特に，25〜29 歳と 30
〜34 歳で大幅な上昇が見られる。このことに
伴い，M 字カーブの底は少しずつ年齢層を高

図３　女性の年齢別就業率

（出所）「労働力調査」（総務省統計局）より作成。
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めながら上方にシフトしている。その結果とし
て，M 字カーブの落ち込みは徐々に小さく
なっている。

次に M 字カーブの底となった 30〜34 歳と 35〜
39 歳の女性就業率について，国際的な比較を
行うことにしよう 11）。2016 年日本の 30〜34 歳
と35〜39 歳の女性就業率は，順に 70.3%，69.8％
であった。これは数年前まで日本よりも高い就
業率を取る代表的な国の１つであったアメリカ
の 2016 年の水準（70.1％，70.9％）とほぼ同じで
ある。ただし，括弧内の数字は順に 30〜34 歳，
35〜39 歳の女性就業率を示している。以下同様
と す る。 日 本 は 2015 年 の ド イ ツ（76.3 ％，
78.4％），フランス（72.3％，76.0％），イギリス

（74.4 ％，75.7 ％）， ス ウ ェ ー デ ン（81.9 ％，
83.5％）よりも依然として低い水準にある。な
お，これら５カ国をはじめとする欧米諸国で
は，一般的に 30 歳代の女性就業率が落ち込む
ような傾向は観察されない。

日本の女性の就業率は，25〜29 歳から 60〜
64 歳に及ぶ幅広い年齢層で上昇している。か
つて低かった 25〜29 歳と 30〜34 歳の就業率は

顕著に上昇し，前者はスウェーデンを上回り後
者はアメリカとほぼ同じ水準にまで達している。

では，なぜこのように女性の就業率は上昇し
ているのか。出産・育児に関する制度の拡充や
利用者増加により，女性が就業と出産・育児を
両立しやすくなったためではない。近年，育児
休業制度や短時間勤務制度といった両立を支援
する制度が整備され，利用者も増加している。
しかしながら，多くの先行研究が示しているよ
うに，女性の就業と出産・育児の両立は依然と
して難しいというのが支配的な見解である。例
えば，宇南山［2016］は実証分析から，① 日本
では，女性が結婚・出産と就業を両立できる可
能性は低く，その状況は 1980 年代から 2005 年
頃までほとんど変わっていない，② 両立の可
能性は 2005 年以降，急激に改善しているが，
他の先進国と比べると依然として高くない，こ
とを指摘している。

女性の就業率が上昇している主要因は，結
婚・出産・育児よりも就業の継続を選択する女
性が増加しているためである。飯塚［2007］は，
20 代後半の女性を中心とした未婚率の急上昇

r

図４　女性（20〜44歳）の就業率と未婚率の推移

（出所）宇南山［2016］の図 2-3 を参考にして「国勢調査」（総務省）より作成。
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の有力な原因として，結婚・出産・育児と仕事
の両立の環境が十分に準備されない中で，女性
の労働参加率が高まったことを挙げている。宇
南山［2016］は，20〜44 歳の女性の労働力率の
上昇と未婚率の上昇が同時に進んでおり，「仕
事を続けて結婚はせず子供も持たない」を選択
する女性が増えてきたことを示している。飯塚

［2007］と宇南山［2016］は両者とも女性の労働
力率（労働参加率）を調べているが，20〜44 歳
の女性の就業率と未婚率の間にも正の相関が見
られる（図４）。相関係数は 0.89 で強い正の相
関がある。すなわち，20〜44 歳の女性の就業
率と未婚率が同時に上昇していることを見て取
れる。

女性が就業の継続を選択する理由は，女性の
子育ての機会費用が大きいためである。小峰

［2010］によると，女性の子育ての機会費用と
は，育児に専念する女性が，そうしなければ得
られたであろう就業上の地位と高い所得を意味
する。少し古いが，内閣府「平成 17 年度国民生
活白書」によると，大卒の女性が，卒業後，就
業を中断することなく 60 歳まで勤務した場合，
生涯所得は２億 7645 万円と推計されるのに対
して，28 歳で退職し第一子，31 歳で第二子を生
み，37 歳でパート・アルバイトとして再就職す
る場合，生涯所得は 4913 万円に留まる 12）。こ
の推計では，女性の子育ての機会費用は２億
2732 万円となる。この機会費用が依然として
大きいというのは概ね一致した見解である。し
かも，女性の社会進出の進展や女性の賃金上昇
を受けて，女性の子育ての機会費用は長期にわ
たって上昇を続けている。したがって，この大
きな機会費用が女性の就業率向上の長期的な主
要因である。

近年，男女両方の高齢者の就業率が急激に高

まっている点も注目に値する。2013 年４月に
施行された改正高年齢者雇用安定法によって，
企業は希望者全員を 65 歳まで継続して雇用し
なければならなくなった 13）。このことが，高
齢者の就業を促進している一因と考えられる。
表２は，2010 年から 2015 年にかけて就業率が
何ポイント上昇したかを年齢別に示している。
男性で最も大きく上昇したのは，65〜69 歳の
5.4 ポイント，次が 60〜64 歳の 4.9 ポイントで
ある。女性では 35〜39 歳の 6.8 ポイントが最
大の上昇となったが，２番目以降は高齢者の年
齢階層が 55〜59 歳（6.3 ポイント），60〜64 歳

（5.2 ポイント），65〜69 歳（4.7 ポイント）の順
に続いている。これを受けて，全体（男女計）
の就業率も 60〜64 歳と 65〜69 歳（5.1 ポイン
ト），55〜59 歳（4.2 ポイント）の順に大きく上
昇したことを見て取れる。したがって，高齢者
の就業率向上は，2012 年以降全体の就業率を
引き上げた重要な要因と言える。

女性の子育ての機会費用は大きいにもかかわ
らず上昇を続けているため，結婚・出産・育児
よりも就業の継続を選択する女性が増加してい
る。その結果として，25〜29 歳と 30〜34 歳を

表2　就業率の上昇幅（2010−2015年）
（単位：ポイント）

男女計  男性  女性
15〜19 歳 2.0 2.1 1.5
20〜24 2.7 4.5 1.3
25〜29 2.7 1.3 3.8
30〜34 2.4 0.5 4.3
35〜39 3.5 0.5 6.8
40〜44 2.8 0.6 4.4
45〜49 1.4 0.2 2.5
50〜54 2.2 0.5 4.0
55〜59 4.2 2.2 6.3
60〜64 5.1 4.9 5.2
65〜69 5.1 5.4 4.7

70 歳以上 0.9 0.8 0.9
（出所）「労働力調査」（総務省統計局）より作成。
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中心とした幅広い年齢層で，女性の就業率は上
昇する傾向にある。したがって，女性の子育て
の機会費用は，女性の就業率上昇に寄与してい
る長期的な主要因と言える。そして，男女両方
の就業率向上に寄与するのは，既述した景気回
復による労働需要の拡大と高齢者の就業率向上
という要因である。つまり，女性の子育ての機
会費用という長期的な主要因に労働需要の拡大
や高齢者の就業率向上という要因が重なったた
め，全体の就業率は 2012 年以降上昇傾向を示
しているのである。

おわりに

本研究では，まず日本の人口オーナスと就業
率の経済成長に対する効果を要因分解分析によ
り検討した。就業者数を用いた計測結果は以下
のように整理できる。経済成長に対して最大の
貢献をしているのは労働生産性である。人口
オーナスと人口ボーナスの寄与は労働生産性に
比べて小さい。ただし，近年，１人当たり実質
GDP 成長率が低い水準で推移していることは，
人口オーナスの影響が強くなっていることを示
すものかもしれない。生産年齢人口を対象にし
た場合に人口オーナスの時代とみなされている
2010−2015 年において，人口オーナスの効果
よりも実質的な人口ボーナスの効果が見られ
た。これは，ほぼ全ての時点で負の効果をもた
らしてきた就業率が，同年に最大の正の効果を
もったことに起因すると考えられる。また，生
産年齢人口か就業者数かのデータの選択によっ
て，計測結果にかなりの差異が生じてくること
から，両者が代替関係にあるとは言えないこと
を示した。

次に，なぜ就業率は 2010−2015 年に最大の

正の効果をもたらしたのか論議した。女性の子
育ての機会費用が女性の就業率向上の主要因で
あると結論付けた。すなわち，女性の子育ての
機会費用は大きいにもかかわらず長期にわたっ
て上昇を続けているため，結婚・出産・育児よ
りも就業の継続を選択する女性が増加してい
る。その結果として，大半の年齢層で女性の就
業率は上昇する傾向にある。したがって，女性
の子育ての機会費用は，女性の就業率上昇に寄
与している長期的な主要因と言える。この長期
的な主要因に景気回復に伴う労働需要の拡大や
高齢者の就業率向上という要因が重なったた
め，全体の就業率は 2012 年以降上昇傾向を示
すに至ったのである。

本研究にはいくつかの課題が残されている。
多くの先行研究が指摘しているように，労働力
の不足が懸念される人口オーナスの時代におい
ては，労働生産性と就業率を引き上げることが
重要である。しかし，本研究の要因分解分析に
よると，労働生産性の正の寄与は顕著に低下し
ている。また，男性の就業率は傾向的に低下し
ている。両方の低下に歯止めをかけ上昇させる
政策を考える必要がある。2010−2015 年に就
業率向上の影響を受けて，実質上の人口ボーナ
スが経済成長に正の効果をもたらした。その重
要な要因として，女性と高齢者の就業率上昇を
挙げたが，どちらの影響がどの程度大きかった
のかについては示していない。これを明らかに
することは重要である。就業率については，学
歴別や雇用形態別に分析することもできるであ
ろう。これらについては，今後の課題としなけ
ればならない。

［注］
１）「日本統計年鑑」（総務省統計局）による。
２）詳細な説明については大泉［2007］，小峰［2010］を参照し
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てもらいたい。
３）人口ボーナスに関する研究については，Mason［1997］，大

泉［2007］，Bloom and Williamson［1998］などを参照しても
らいたい。

４）人口ボーナスがどのようなメカニズムを通じて経済成長に
正の効果をもたらすかについては大泉［2007］，末廣［2014］
を参照してもらいたい。

５）労働力人口とは 15 歳以上の人口の就業者数と完全失業者
数の合計である。非労働力人口（学生や主婦など）は含まれ
ない。

６）同様のことは，人口ボーナスに関する研究にもあてはま
る。

７）ここでは先行研究に従って生産年齢人口を使用するが，計
測では就業者数と生産年齢人口の両方を用いる。

８）同期間において，有効求人倍率は一貫して上昇した。
９）2010-2015 年に全人口の寄与が正に転じた点にも注意すべ

きである。
10）（1.4）式については，Kelly and Schmidt［2005］を参照した。
11）2016 年日本の 25～29 歳の女性就業率（78.2％）は 2015 年

スウェーデン（76.0％）を上回っている。加えて，25〜29 歳
はもはや M 字カーブの底でない。そのため，25〜29 歳の女
性就業率はここでは取り扱わない。なお，以下で取り上げる
欧米諸国の女性就業率は ILOSTAT による。

12）詳細については，内閣府「平成 17 年度国民生活白書」を参
照してもらいたい。様々なパターンを想定して，女性の子育
ての機会費用を推計している。

13）改正高年齢者雇用安定法の詳細については，厚生労働省の

ホームページを参照してもらいたい。
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